
	議会名
	所属会派
	質問者
	質問日
	区分
	答弁

	R3.11定例
	公明党
	曽田　聡
	12/6(月)
	代表
	知事


２　県内の中小企業・小規模事業者の活性化について
	人口減少等の構造的な課題に加え、新型コロナへの対応を迫られ、中小企業等は、かつてない困難に直面し、経営に対する懸念、将来に対する不安の声が高まっている。
県では、中小企業等の事業継続等のため、制度融資枠拡大、事業継続支援金、小規模事業者応援キャンペーン等の対策を講じてきたが、引き続き、企業の活力を取り戻し、個人消費を喚起するための支援策を講じていく必要がある。
また、コロナ禍においても、事業承継は待ったなしの課題であり、県内の後継者不在率は全国で５番目に高く廃業に至る大きな要因となっており、その推進には時間をかけて対応しなければならない。
さらに、コロナ禍で傷んだ中小企業等の活性化のためには、デジタル化による生産性の向上を促進する必要がある。
地域社会の活力の源泉として重要な役割を果たしている中小企業等は、デジタル化、ＤＸの取組を躊躇せざるを得ない環境にあり、そのデジタルデバイドの解消には、人材、機器等の導入に対する支援が求められる。
県では、長引くコロナ禍における中小企業･小規模事業者の活性化支援にどのように取り組まれるのか所見を伺う。


次に、県内の中小企業・小規模事業者の活性化についてのお尋ねにお答えします。
人口減少や少子高齢化、今般の新型コロナウイルス禍など、厳しい経営環境に直面する中小企業・小規模事業者の活性化は、地域経済の振興、発展を図る上で極めて重要であり、このため、私は、中小企業等の事業継続と成長促進に向けた支援を充実、強化することとしています。
まず、事業継続に向けては、感染症により売り上げが大きく減少した事業者に対して、法人４０万円、個人２０万円の支援金を二度にわたって支給し、幅広い業種の事業者を支援しているところです。
また、今年度、県制度融資の経営安定資金において、前年度比７倍の４２０億円の融資枠を設定するとともに、９月補正で、新型コロナ資金の据置期間の延長を行う際に追加で生じる信用保証料を支援する制度を創設するなど、手元資金の確保により経営安定を図っています。
さらに、新たな変異株の影響による資金需要に備えるため、国の経済対策に呼応し、経営安定資金の融資限度額を６０００万円まで引き上げ、融資枠を３０億円増額するなど、資金繰り支援を充実することしています。
　これらの取組に加え、商工会議所等が行う消費キャンペーン事業への支援のほか、特に感染症の影響の大きい観光事業者には、この度、割引宿泊券の発行やバス旅行の造成支援に係る予算を計上し、強力な消費喚起に取り組んでまいります。
　こうした中、本県は、後継者の不在率が全国的にも高く、コロナ禍で中小企業等が廃業することなく事業を継続できるよう、円滑な事業承継への支援を強化することが必要です。
このため、まず、親族や従業員等への承継に向けては、商工会議所等と連携し優遇税制等のＰＲや相談支援を集中的に行うとともに、本県基幹産業である製造業を中心に後継者育成プログラムの開催等を行います。
また、第三者への承継に向けては、事業承継・引継ぎ支援センターが保有する全国データベースを活用し、金融機関等による広域的なマッチングを促進しており、これらの取組を強力に推進することにより、中小企業等の事業継続を支援してまいります。

　一方、中小企業等の成長促進には、生産性の向上により付加価値を高めていく必要があることから、今年度から、デジタル技術を活用し業務改革を進めるＤＸの取組に対し、重点的な支援を講じていくこととしています。
具体的には、従業員等のＩＴリテラシーの向上に向けて、ｅラーニングによるＤＸ基礎研修を開催するとともに、経営層のＤＸに対する理解促進を図るためのマネジメント研修等により、ＤＸ人材の育成に努めています。
また、情報処理システム構築への経費助成や、ＲＰＡの共同利用に向けた実証、さらには、１１月に開設したＹ－ＢＡＳＥにおけるＡＩ等の利活用に関する技術的サポートなど、ハード整備やデジタル技術活用への支援を行い、中小企業等のＤＸ化を促進してまいります。
[bookmark: _GoBack]私は、今後とも、関係機関と緊密に連携し、コロナ禍において様々な経営課題を抱える中小企業・小規模事業者の活性化が図られるよう、積極的に取り組んでまいります。

